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             年税第46号 地第144号 介第103号 

平 成 3 0 年 8 月 8 日 

都道府県医師会 

担当理事 殿 

                     公益社団法人日本医師会     

                       常任理事 小玉 弘之     

 

中小企業等経営強化法に基づく税制措置等について（情報提供） 

 

 中小企業等経営強化法に基づく中小企業経営強化税制（所得税・法人税）及び固定資産税軽減措

置、その他の支援策等につきましては、平成29年5月31日付け都道府県医師会担当理事宛通知文「平

成29年度税制改正における中小企業等経営強化法に基づく税制措置等について（情報提供）」でご

案内しておりますが、今般、中小企業経営強化税制（所得税・法人税）及び固定資産税軽減措置の

適用要件とされる経営力向上計画の策定において踏まえるべき「事業分野別指針」が改正され、医

療分野については厚生労働省医政局長より別添の資料１から資料４までの通り本会に対し周知協力

依頼があり、また、介護分野については別添の資料５及び資料６の通り示されましたので、ご案内

申し上げます。 

 また、中小企業等経営強化法に基づく税制措置等につきまして、改めてご案内申し上げます。 

中小企業等経営強化法に基づく税制措置として、固定資産税の特例が拡充され対象設備に器具備

品（医療機器、電気機器、事務機器等が該当）や建物附属設備（冷暖房設備、電気設備等が該当）

等が追加されるとともに、中小企業経営強化税制（所得税・法人税）が創設され中小事業者等に該

当する医療機関については器具備品（医療機器を除く）やソフトウェア等について即時償却または

税額控除を選択適用することができます。これらは、同法に基づく経営力向上計画の認定を受ける

ことが必要です。 

 中小企業等経営強化法の認定がなくても活用できる税制措置として、中小企業投資促進税制（所

得税･法人税）の対象業種に医療業が引き続き含まれるとともに、商業・サービス業活性化税制（所

得税・法人税）については医療業が対象業種とされないものの対象設備を介護事業等に使用する場

合または介護事業等と医療業の両方に使用する場合は利用可能です。 

これらの制度概要及び留意点につきましては参考資料１にまとめており、参考資料２にその他の

制度も含めイメージ図としましたので、併せてご参照ください。  

 つきましては、各税制措置の詳細については税理士等の専門家に事前にご確認されますよう、そ

の旨も併せて、貴会会員への周知方よろしくお願い申し上げます。 

 なお、設備投資減税等についての関連情報としまして、平成30年8月8日付け都道府県医師会

担当理事宛通知文「平成30年度税制改正における生産性向上特別措置法に基づく税制措置等につ

いて（情報提供）」（年税第45号）も併せてご参照ください。 

また、各税制措置について、中小企業庁のホームページ、経営サポート「経営強化法による支

援」（  http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html  ）及び財務サポート「税制」

（  http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/index.html  ）に、各種資料が掲載されて

いますのでご参照ください。また、別添資料についても、更新される場合がありますので、中小

企業庁ホームページでご確認ください。 
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[添付資料] 

○ 資料１ 医療分野に係る中小企業等経営強化法第12条第1項に規定する事業分野別指針の一

部を改正する件について（通知） （日本医師会長宛添書、厚生労働省医政局長） 

○ 資料２ 医療分野に係る中小企業等経営強化法第12条第1項に規定する事業分野別指針の一

部を改正する件について（通知） （都道府県知事・保健所設置市長・特別区長宛文書、厚

生労働省医政局長） 

○ 資料３ 医療分野に係る中小企業等経営強化法第12条第1項に規定する事業分野別指針の一

部を改正する件（平成30年7月6日厚生労働省告示第263号） 

○ 資料４ 医療分野に係る中小企業等経営強化法第12条第1項に規定する事業分野別指針 

（平成28年7月1日厚生労働省告示第281号）※改正後全文 

○ 資料５ 介護分野に係る中小企業等経営強化法第12条第1項に規定する事業分野別指針の一

部を改正する件（平成30年7月6日厚生労働省告示第264号） 

○ 資料６ 介護分野に係る中小企業等経営強化法第12条第1項に規定する事業分野別指針 

（平成28円7月1日厚生労働省告示第284号）※改正後全文 

 

 

○ 参考資料１ 中小企業等経営強化法に基づく税制措置等の概要 （日本医師会） 

○ 参考資料２ 医療・介護からみた設備投資減税の概要（イメージ） （日本医師会） 

      ※本通知文でご案内している税制措置は参考資料２中の②～⑤。 

○ 参考資料３ 中小企業等経営強化法に基づく税制措置・金融支援活用の手引き（平成29年度

税制改正対応版、平成30年6月1日版）（中小企業庁） 

○ 参考資料４ 中小企業等経営強化法 経営力向上計画策定の手引き （平成30年6月1日版） 

（中小企業庁） 

○ 参考資料５ 中小企業庁「中小企業等経営強化法認定計画事例集」（平成２９年８月）より

抜粋 

 

 

 



                     

 

医政発 0706 第２号 

平成 30 年７月６日 

 

公益社団法人 日本医師会 会長 殿 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

医療分野に係る中小企業等経営強化法第十二条第一項に規定 

する事業分野別指針の一部を改正する件について（通知） 

 

 

 標記につきまして、別紙のとおり各都道府県知事、保健所設置市長及び特別区長宛て通

知しましたので、御了知いただくとともに、貴下団体会員等に対する周知方よろしくお取

り計らい願います。 
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医政発 0706 第２号 

平成 30 年７月６日 

都道府県知事 

各 保健所設置市長 殿 

特別区長 

 
 

厚 生 労 働 省 医 政 局 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 
 

医療分野に係る中小企業等経営強化法第十二条第一項に規定 

する事業分野別指針の一部を改正する件について（通知） 

 
 

 産業競争力強化法等の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 26 号）の施行により、中

小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）の一部が改正され、生産性向上を支援する

「経営力向上計画」について、事業承継を伴う中小企業等も明示的に対象となりました。 

これに伴い、「医療分野に係る中小企業等経営強化法第十二条第一項に規定する事業分

野別指針（平成 28 年厚生労働省告示第 281 号。以下「指針」という。）」について所要の改

正を行うため、本日「医療分野に係る中小企業等経営強化法第十二条第一項に規定する事

業分野別指針の一部を改正する件（平成 30 年厚生労働省告示第 263 号。以下「改正指針」

という。）」が告示されました。 

この告示の内容は下記のとおりですので、貴職におかれてはこれを十分御了知の上、管

内市町村を始め、関係者、関係団体等に周知をお願いいたします。 

 

記 

 

 

第１ 改正の内容について 

１ 基本情報の更新 

「第１ 基本認識」における、国民医療費の情報や病院、診療所等の各施設数につ

いて、最新の統計調査に基づいた数値に更新すること。 

 

２ 医療分野における経営力向上のための支援の対象について 

（1） 指針中第２の表題を、「経営力向上に関する目標」から「経営力向上の実施方

法に関する事項」に変更すること。 

（2） 「１ 支援対象」の項目を新たに追加することとし、医療分野における経営力

向上のための支援の対象は、医療等サービスにおいて、事業活動に有用な知識又

は技能を有する人材の育成、財務内容の分析の結果の活用、商品又は役務の需要

の動向に関する情報の活用、経営能率の向上のための情報システムの構築その他

の経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う取組とするものとし、



- 2 - 

中小企業者等が事業承継等により、他の事業者から取得した又は提供された経営

資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う場合にあっては、事業の継

続が困難である他の事業者の事業を承継するもののうち、事業の経営の承継を伴

う取組を支援対象とすること。 

（3） 「２ 経営力向上に係る指標」の項目を新設することとし、指標の内容につい

ては従前と同様のものとすること。 

 

３ 経営資源の組合せについて 

指針中第３の「２ 経営力向上の実施方法に関する事項」に、経営資源の組合せに

よって経営力向上を図る場合の項目を追加することとし、役務の提供等の方法を効率

化するため、現に有する経営資源及び他の事業者から取得した又は提供された経営資

源を有効に組み合わせて一体的に活用することをその内容とすること。 

 

４ 経営力向上の促進に当たって配慮すべき事項について 

  経営力向上の促進に当たって配慮すべき事項として、以下の内容を追加すること。 

（1） 事業者は、組織再編行為が患者、従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、

事業承継等を行う場合にあっては、患者等に必要なサービスの継続的な提供、従

業員の雇用の安定等に特に配慮すること。 

（2） 事業者は、地域経済の健全な発展に配慮するため、地域経済やサプライチェー

ンの維持・強化に資する事業承継等に係る取組を行うこと。 

 

第２ 適用期日 

改正指針は、産業競争力強化法等の一部を改正する法律の施行の日（平成 30 年７月９

日）から適用すること。 

  

第３ 手引き等の改定について 

  「経営力向上計画の策定の手引き」等については、今後改定する予定であり、当該手

引き等の改定については別途周知を行うこと。 
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医療分野に係る中小企業等経営強化法第十二条第一項に規定する事業分野別指針 

 

第１ 基本認識 

１ 市場動向 

  少子高齢化が進む中で、平成 12 年度に約 30 兆円であった国民医療費は、平成 27 年度

には約 42 兆円に増大しており、そのうち、およそ 36％にあたる約 15 兆円は、75 歳以上

に係るものである。 

２ 産業構造・業態の特徴 

医療機関 １７８，９１１施設 平成 28 年 10 月１日時点 

 

 
 

 

 

 

病院  ８，４２２施設 

一般診療所 

 

 

 １０１，５２９施設 

有床診療所 ７，６２９施設 

無床診療所 ９３，９００施設 

歯科診療所 ６８，９４０施設 

 有床診療所 ２７施設 

無床診療所 ６８，９１３施設 

歯科技工所 ２０，９０６施設 平成 28 年 12 月末日時点 

 あん摩マッサージ指圧、はり又はき

ゅうを行う施術所 

８８，４３６施設 

柔道整復の施術所 ４８，０２４施設 

訪問看護ステーション ９，６４８施設 平成 29 年２月時点 

助産所 ２，８７２施設 平成 29 年３月末日時点 

３ 経営の特徴  

医療等サービス（病院、診療所、あん摩マッサージ指圧、はり又はきゅうを行う施術所、

柔道整復の施術所、助産所、歯科技工所及び看護業の事業所等の各施設において提供され

るサービスをいう。以下同じ。）は「人」が支えるサービス業であり、優れた人材の確保

及び定着は各医療機関等にとっては重要である。ただ、病床を有する医療機関においては、

夜間勤務や宿日直勤務に対応する医療等従事者（医療等サービスに従事する者をいう。以

下同じ。）の配置が必要となること等に伴い、医療等従事者の勤務環境について医療等従

事者の働き方の希望や健康面に十分配慮する必要がある。 

 

第２ 経営力向上の実施方法に関する事項 

１ 支援対象 

医療分野における経営力向上のための支援の対象は、医療等サービスにおいて、事業活

動に有用な知識又は技能を有する人材の育成、財務内容の分析の結果の活用、商品又は役

務の需要の動向に関する情報の活用、経営能率の向上のための情報システムの構築その他

の経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う取組とする。ただし、中小企

業者等が事業承継等（中小企業等経営強化法（平成十一年法律第十八号。以下「法」とい

平成 28 年７月１日厚生労働省告示第 281 号 
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う。）第二条第十項第九号に掲げるものを除く。）により、他の事業者から取得した又は提

供された経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う場合にあっては、事業

の継続が困難である他の事業者の事業を承継するもののうち、事業の経営の承継を伴う取

組を支援対象とする。 

２ 経営力向上に係る指標 

多くの医療等サービスにおいては、収益（収入）の中心が保険診療収益となっているが、

保険診療は公定価格により行われるため、医療機関の収入増を目指すに当たっては一定の

制約があるといえる。 

このため、医療分野における経営力を測るための指標としては、職員の離職率、勤続年

数、定着率、利用者満足度、ＩＣＴの活用等によるコストの削減その他の各事業者におい

て設定する客観的に評価可能な指標を用いることが適当である。 

 

第３ 経営力向上に関する事項 

１ 経営力向上の内容に関する事項 

 一 経営力向上において実施すべき事項 

現に有する経営資源又は他の事業者から取得された若しくは提供した経営資源に関

し、他の医療等サービス提供主体との機能分化、業務連携等を通じて、医療等サービス

の質の確保及び向上を実現し、事業の継続及び安定を進めることが適当である。 

二 経営資源を高度に利用する方法として、特に優先すべき事項 

   医療等従事者の勤務環境の改善を特に優先すべきである。 

２ 経営力向上の実施方法に関する事項  

 病院 有床診療所 無床診療所、あん摩マッ

サージ指圧、はり又はき

ゅうを行う施術所、柔道

整復の施術所、助産所、

歯科技工所及び看護業

の事業所等 

サービスの

品質向上に

関する事項 

・地域における医療のニ

ーズや他の医療機関な

等の存在を踏まえた当

該医療機関のサービス

の質の向上の実施（治療

の選択肢の複数提示、退

院指導の充実等） 

・地域における医療のニ

ーズや他の医療機関等

の存在を踏まえた当該

医療機関のサービスの

質の向上の実施（治療の

選択肢の複数提示、退院

指導の充実等） 

・地域における医療等の

ニーズや他の医療機関

等の存在を踏まえた当

該医療機関等のサービ

スの質の向上の実施（治

療の選択肢の複数提示

等） 

コストの把

握・効率化

に関する事

項 

・医療材料や医薬品につ

いて、近隣の医療機関等

と連携した共同購入 

・内部業務の効率化のた

・医療材料や医薬品につ

いて、近隣の医療機関等

と連携した共同購入 

・内部業務の効率化のた

・医療材料や医薬品につ

いて、近隣の医療機関等

と連携した共同購入 

・内部業務の効率化のた
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めの、バックオフィス業

務におけるＩＣＴツー

ルの利活用等 

めの、バックオフィス業

務におけるＩＣＴツー

ルの利活用等 

めの、バックオフィス業

務におけるＩＣＴツー

ルの利活用等 

マネジメン

トに関する

事項 

・入院・外来に対応する

医師等の柔軟な配置、関

連する他の医療機関と

の間における看護師等

による支援 

・夜間・休日の適切な人

事配置 

・かかりつけ医又は在宅

医、介護・福祉事業者等

との連携 

・高度急性期、急性期、

回復期、慢性期等地域の

医療提供体制の中での

役割の明確化 

・入院・外来に対応する

医師等の柔軟な配置 

・夜間・休日の適切な人

事配置 

・地域にある他の病院又

は診療所、介護事業者等

との連携 

・曜日ごとの医師等の柔

軟な配置 

・地域にある他の病院又

は診療所、介護事業者等

との連携 

人材に関す

る事項 

・医療従事者の働き方の

希望に応じた人事配置 

・医療従事者の勤続年数

及び定着率の引上げ、離

職率の引下げ 

・勤務環境の改善のた

め、都道府県に設置され

ている医療勤務環境改

善支援センターの利用 

・離職した看護職員の積

極採用、ワークシェア制

度の導入 

・高度専門職の仕事の棚

卸し 

・医療従事者の研修等へ

の参加機会の確保 

・医療従事者の働き方の

希望に応じた人事配置 

・医療従事者の勤続年数

及び定着率の引上げ、離

職率の引下げ 

・勤務環境の改善のた

め、都道府県に設置され

ている医療勤務環境改

善支援センターの利用 

・離職した看護職員の積

極採用、ワークシェア制

度の導入 

 

・医療等従事者の働き方

の希望に応じた人事配

置 

・医療等従事者の勤続年

数及び定着率の引上げ、

離職率の引下げ 

 

Ｉ Ｃ Ｔ 投

資、設備投

資及び省エ

ネルギー投

資に関する

・電子カルテ等のＩＣＴ

の利活用 

・地域にある他の病院等

とのデータ共有 

・臨床研究・臨床効果デ

・電子カルテ等のＩＣＴ

の利活用 

・地域にある他の病院等

とのデータ共有 

・ＩＣＴを利活用するた

・電子カルテ等のＩＣＴ

の利活用 

・地域にある他の病院等

とのデータ共有 

・ＩＣＴを利活用するた
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事項 ータベース構築への協

力 

・ＩＣＴを利活用するた

めの人材の確保 

・ＩＣＴを利活用する際

のセキュリティ対策の

実施 

・エネルギー使用量の見

える化、省エネルギー設

備の導入、エネルギー管

理体制の構築等を通じ

た省エネルギーの推進 

めの人材の確保 

・ＩＣＴを利活用する際

のセキュリティ対策の

実施 

・エネルギー使用量の見

える化、省エネルギー設

備の導入、エネルギー管

理体制の構築等を通じ

た省エネルギーの推進 

めの人材の確保 

・ＩＣＴを利活用する際

のセキュリティ対策の

実施 

・エネルギー使用量の見

える化、省エネルギー設

備の導入、エネルギー管

理体制の構築等を通じ

た省エネルギーの推進 

経営資源の

組合せ 

役務の提供の方法を効

率化するため、現に有す

る経営資源及び他の事

業者から取得した又は

提供された経営資源を

有効に組み合わせて一

体的に活用 

役務の提供の方法を効

率化するため、現に有す

る経営資源及び他の事

業者から取得した又は

提供された経営資源を

有効に組み合わせて一

体的に活用 

商品の生産若しくは販

売又は役務の提供の方

法を効率化するため、現

に有する経営資源及び

他の事業者から取得し

た又は提供された経営

資源を有効に組み合わ

せて一体的に活用 

その他の経

営資源を高

度に利用す

る方法 

介助・介護に資するロボ

ットの導入による業務

負担の軽減 

介助・介護に資するロボ

ットの導入による業務

負担の軽減 

介助・介護に資するロボ

ットの導入による業務

負担の軽減 

３ 経営力向上の促進に当たって配慮すべき事項 

一 事業基盤の維持 

  事業者は、人員削減を目的とした取組を法第十三条第一項に規定する経営力向上計画

（以下「経営力向上計画」という。）の対象としない等、雇用の安定に配慮するものと

する。また、組織再編行為が患者、従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、事業承

継等を行う場合にあっては、患者等に必要なサービスの継続的な提供、従業員の雇用の

安定等に特に配慮するものとする。 

二 経営力向上計画の進捗状況の把握 

  事業者は、経営力向上計画について、定期的に自己評価を行い、進捗状況を把握する

ものとする。 

三 外部専門家の知見の活用 

 経営力向上計画の策定及び実施に当たっては、医療分野に係る法第三十四条第二項に

規定する認定事業分野別経営力向上推進機関（以下「医療分野経営力向上推進機関」と

いう。）等、外部の専門家の知見を活用するものとする。 
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四 信頼性のある計算書類等の作成及び活用 

事業者は、事業の運営の透明性及び信頼性を確保するため、各法人等に適用される会

計基準等を利用して、信頼性のある計算書類等を作成し、活用するものとする。 

五 地域経済の健全な発展 

   事業者は、地域経済の健全な発展に配慮するため、地域経済やサプライチェーンの維

持・強化に資する事業承継等に係る取組を行うものとする。 

 

第４ 医療分野経営力向上推進機関に関する事項 

１ 医療分野経営力向上推進業務の内容に関する事項 

 一 医療分野経営力向上推進機関においては、医療分野の経営力向上に関する研修を企画

し実施するほか、必要な普及啓発を行うこと。 

二 医療分野経営力向上推進機関においては、医療分野の経営力向上に関する最新の知見

の充実を図るため、これに関する情報の収集、整理及び分析並びに調査研究を行うこと。 

 三 医療分野経営力向上推進機関においては、医療分野経営力向上推進業務（医療分野に

係る法第三十四条第一項に規定する事業分野別経営力向上推進業務をいう。以下同じ。）

の運営に関し、主務大臣から改善に必要な措置を講ずべきことを命じられたときは、医

療分野経営力向上推進業務の運営の改善に必要な措置を採らなければならないこと。 

２ 医療分野経営力向上推進業務の実施体制に関する事項 

１に掲げる事項を実施できる体制であること。 

３ 医療分野経営力向上推進業務の実施に当たって配慮すべき事項 

 一 医療分野経営力向上推進機関は、医療分野経営力向上推進業務の実施に当たって、合

理的な理由なく、特定の中小規模の医療機関等を支援対象から外すことのないようにす

ること。 

 二 医療分野経営力向上推進機関は、業務上知り得た秘密の保持による信頼の確保を図る

こと。 



- 1 -

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
六
十
四
号

産
業
競
争
力
強
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
三
十
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
中
小

企
業
等
経
営
強
化
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
十
八
号
）
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
介
護
分
野

に
係
る
事
業
分
野
別
指
針
（
平
成
二
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
八
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正

し
、
産
業
競
争
力
強
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
三
十
年
七
月
九
日
）
か
ら
適
用
す
る
こ
と

と
し
た
の
で
、
同
条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
公
表
す
る
。

平
成
三
十
年
七
月
六
日

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信



- 2 -

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

第１ 基本認識 第１ 基本認識

（略） （略）

このような我が国の介護事業について、市場規模の動向等の現 このような我が国の介護事業について、市場規模の動向等の現

状について整理すると、以下のとおりである。 状について整理すると、以下のとおりである。

１ 市場規模の動向 １ 市場規模の動向

急速に少子高齢化が進む中で、我が国では、平成37年（2025 急速に少子高齢化が進む中で、我が国では、平成37年（2025

年）にいわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上となる超高齢社 年）にいわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上となる超高齢社

会を迎える。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計 会を迎える。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計

人口（平成29年７月推計）出生中位（死亡中位）推計」によれ 人口（平成24年１月推計）出生中位（死亡中位）推計」によれ

ば、現在65歳以上の人口は27％程度であるが、平成37年（2025 ば、現在65歳以上の人口は25％程度であるが、平成37年（2025

年）には30％を超え、平成62年（2050年）には40％近くになる 年）には30％を超え、平成62年（2050年）には40％近くになる

見込みである。また、75歳以上の人口は、平成37年（2025年） 見込みである。また、75歳以上の人口は、平成37年（2025年）

には約18％になると推計されており、約５人に１人が後期高齢 には約18％になると推計されており、約５人に１人が後期高齢

者となる。 者となる。

要介護認定者数は、「介護保険事業状況報告」（厚生労働省 要介護認定者数は、「介護保険事業状況報告」（厚生労働省

）によれば、介護保険制度が創設された平成12年（2000年）の ）によれば、介護保険制度が創設された平成12年（2000年）の

時点で256万人であったが、平成27年（2015年）には約620万人 時点で256万人であったが、平成26年（2014年）には606万人と

となっており、この16年間で約2.4倍に増加している。 なっており、この15年間で約2.4倍に増加している。

介護保険給付費も年々増加しており、平成30年度当初予算に 介護保険給付費も年々増加しており、平成26年度当初予算に

おいて約11兆円となっているが、平成37年（2025年）には約15 おいて10兆円となっているが、平成37年（2025年）には約21兆

兆円に達すると見込まれている（内閣官房・内閣府・財務省・ 円に達すると見込まれている（厚生労働省「社会保障に係る費

厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の 用の将来推計の改定について」（平成24年３月））。

素材）」（平成30年５月））。

介護職員数は平成28年「介護サービス施設・事業所調査」（ 介護職員数は平成26年「介護サービス施設・事業所調査」（

厚生労働省）によると平成28年度に約190万人であったが、平 厚生労働省）によると平成25年度に約171万人であったが、平

成30年５月時点における各都道府県の推計によれば、平成37年 成27年６月時点における各都道府県の推計によれば、平成37年

度（2025年度）には約245万人の介護職員が必要になる見込み （2025年）には約253万人の介護職員が必要になる見込みであ
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である。一方、平成30年度以降に取り組む新たな施策の効果を る。一方、平成27年度以降に取り組む新たな施策の効果を見込

見込まない現状維持シナリオによる場合、平成37年（2025年） まない現状維持シナリオによる場合、平成37年（2025年）時点

時点の介護職員数は約211万人であり、約34万人の需給ギャッ の介護職員数は約215万人であり、約38万人の需給ギャップが

プが生じると見込まれている。 生じると見込まれている。

２ 産業構造・業態の特徴 ２ 産業構造・業態の特徴

介護サービスの事業所の数は、平成28年「介護サービス施設 介護サービスの事業所の数は、平成26年「介護サービス施設

・事業所調査」によると、訪問介護が35,013事業所、通所介護 ・事業所調査」によると、訪問介護が33,911事業所、通所介護

が23,038事業所である。通所介護については、定員19人以上の が41,660事業所である。また、介護予防サービスの事業所数は

通所介護が23,038事業所であるのに対し、定員19人未満の地域 、介護予防訪問介護が33,060事業所、介護予防通所介護が39,3

密着型通所介護が21,063事業所であるなど、小規模な事業所の 83事業所である。通所介護については、前年度の１月当たりの

割合が高いことに特徴がある。 平均利用延人数300人以下の小規模事業所の割合が約６割を占

める（厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成27年12月審査

分））など、小規模な事業所の割合が高いことに特徴がある。

介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとの 介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとの

合計定員は、平成28年「介護サービス施設・事業所調査」によ 合計定員は、平成26年「介護サービス施設・事業所調査」によ

ると、介護老人福祉施設が530,280人、介護老人保健施設が370 ると、介護老人福祉施設が498,327人、介護老人保健施設が362

,366人、介護療養型医療施設が59,106人、地域密着型介護老人 ,175人、介護療養型医療施設が66,925人、地域密着型介護老人

福祉施設が47,188人である。介護保険施設及び地域密着型介護 福祉施設が40,407人である。介護保険施設及び地域密着型介護

老人福祉施設の種類ごとの１施設当たりの定員は、平均で、介 老人福祉施設の種類ごとの１施設当たりの定員は、平均で、介

護老人福祉施設が68.8人、介護老人保健施設が87.3人、介護療 護老人福祉施設が68.7人、介護老人保健施設が88.4人、介護療

養型医療施設が44.6人、地域密着型介護老人福祉施設が25.6人 養型医療施設が44.0人、地域密着型介護老人福祉施設が25.3人

である。 である。

介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとに 介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとに

定員数の最も多い割合をみると、介護老人福祉施設は「50～59 定員数の最も多い割合をみると、介護老人福祉施設は「50～59

人」が32.2％、介護老人保健施設は「100～109人」が37.9％、 人」が34.2％、介護老人保健施設は「100～109人」が38.3％、

介護療養型医療施設は「10～19人」が19.2％、地域密着型介護 介護療養型医療施設は「10～19人」が19.1％、地域密着型介護

老人福祉施設は「20人～29人」が91.3％となっており、定員が 老人福祉施設は「20人～29人」が90.6％となっており、定員が

150人以下の小規模施設が大半を占めている。 150人以下の小規模施設が大半を占めている。

（略） （略）

３ 経営の特徴 ３ 経営の特徴

一 介護事業の経営の特徴 一 介護事業の経営の特徴



- 4 -

介護事業の経営の特徴としては、事業収入に占める給与費 介護事業の経営の特徴としては、事業収入に占める給与費

の割合が概ね６割を超え、この割合は事業規模が小さくなる の割合が概ね５割を超え、この割合は事業規模が小さくなる

ほど高くなる傾向にあること（平成29年度「介護事業経営実 ほど高くなる傾向にあること（平成26年度「介護事業経営実

態調査」（厚生労働省））、多くの事業者にとって主たる収 態調査」（厚生労働省））、多くの事業者にとって主たる収

入となっている介護報酬は、サービス等に応じた平均的な費 入となっている介護報酬は、サービス等に応じた平均的な費

用を勘案して国が定めるものであり、サービスの上限価格と 用を勘案して国が定めるものであり、サービスの上限価格と

しての性質を有すること、３年に一度の介護報酬改定による しての性質を有すること、３年に一度の介護報酬改定による

影響を考慮する必要があること等が挙げられる。 影響を考慮する必要があること等が挙げられる。

二 労働市場の状況 二 労働市場の状況

介護分野の有効求人倍率は平成30年３月時点で3.79倍とな 介護分野の有効求人倍率は平成28年３月時点で2.74倍とな

っており、全産業の1.46倍に比べ高い水準にある。 っており、全産業の1.21倍に比べ高い水準にある。

公益財団法人介護労働安定センター「平成28年度「介護労 公益財団法人介護労働安定センター「平成26年度「介護労

働実態調査」」によれば、介護労働者の労働条件等に係る不 働実態調査」」によれば、介護労働者の労働条件等に係る不

満は、「人手が足りない」が53.2％、「仕事内容のわりに賃 満は、「仕事内容のわりに賃金が低い」が42.3％、「有給休

金が低い」が41.5％となっている。また、事業所に対する調 暇がとりにくい」が34.9％となっている。また、事業所に対

査においては、従業員が不足していると感じている事業所の する調査においては、従業員が不足していると感じている事

割合は62.6％となっており、従業員が不足している理由とし 業所の割合は59.3％となっており、従業員が不足している理

ては「採用が困難である」が73.1％、採用が困難である原因 由としては「採用が困難である」が72.2％、採用が困難であ

については「賃金が低い」が57.3％、「仕事がきつい（身体 る原因については「賃金が低い」が61.3％、「仕事がきつい

的・精神的）」が49.6％となっている。 （身体的・精神的）」が49.3％となっている。

第２ 経営力向上の実施方法に関する事項 第２ 経営力向上に関する目標

１ 支援対象 介護事業においては、対人サービスとして一定以上の質が求め

介護分野における経営力向上のための支援の対象は、介護事 られることから、一概に中小企業の新たな事業活動の促進に関す

業において、事業活動に有用な知識又は技能を有する人材の育 る基本指針（平成17年総務省・厚生労働省・農林水産省・経済産

成、財務内容の分析の結果の活用、商品又は役務の需要の動向 業省・国土交通省告示第２号。以下「基本指針」という。）第４

に関する情報の活用、経営能率の向上のための情報システムの の２の二のイに掲げる労働生産性の向上という指標を用いて経営

構築その他の経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活 力向上の度合を測ることはできない。

動を行う取組とする。ただし、中小企業者等が事業承継等（中 このため、介護分野における経営力向上の度合を測るための指

小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条第10項第９ 標としては、介護職員の勤続年数、離職率、入職率、顧客満足度

号に掲げるものを除く。）により、他の事業者から取得した又 その他の各事業者において設定する客観的に評価可能な指標を用

は提供された経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活 いることが適当と考えられる。
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動を行う場合にあっては、事業の継続が困難である他の事業者

の事業を承継するもののうち、事業の経営の承継を伴う取組を

支援対象とする。

２ 経営力向上に係る指標

介護事業においては、対人サービスとして一定以上の質が求

められることから、一概に中小企業等の経営強化に関する基本

方針（平成17年総務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省

・国土交通省告示第２号。以下「基本方針」という。）第４の

２の二のイ及びロの⑵に掲げる労働生産性の向上という指標を

用いて経営力向上の度合を測ることはできない。

このため、介護分野における経営力向上の度合を測るための

指標としては、介護職員の勤続年数、離職率、入職率、顧客満

足度その他の各事業者において設定する客観的に評価可能な指

標を用いることが適当と考えられる。

第３ 経営力向上に関する事項 第３ 経営力向上に関する事項

１ 経営力向上の内容に関する事項 １ 経営力向上の内容に関する事項

経営力向上において実施すべき事項 経営力向上において実施すべき事項

①～④ （略） ①～④ （略）

⑤ 経営資源の組合せ （新設）

サービスの質及び生産性の向上を図るため、現に有する

経営資源及び他の事業者から取得した又は提供された経営

資源を有効に組み合わせて一体的に活用することが必要で

ある。

⑥ その他の経営資源を高度に利用する方法 ⑤ その他の経営資源を高度に利用する方法

①から⑤までのほか、経営資源をその有する潜在力が十 ①から④までのほか、経営資源をその有する潜在力が十

分発揮されるように活用するためには、介護ロボットの導 分発揮されるように活用するためには、介護ロボットの導

入、総務、経理、人事等の部門の共同化、訪問介護におけ 入、総務、経理、人事等の部門の共同化、訪問介護におけ

る移動時間等の効率化等を実施することが必要である。具 る移動時間等の効率化等を実施することが必要である。具

体的には次に掲げる事項とする。 体的には次に掲げる事項とする。

㈠～㈢ （略） ㈠～㈢ （略）

２ 経営力向上計画の認定 ２ 経営力向上計画の認定
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経営力向上計画（中小企業等経営強化法第13条第１項に規定 経営力向上計画（中小企業等経営強化法（平成11年法律第18

する経営力向上計画をいう。）について認定を受けようとする 号）第13条第１項に規定する経営力向上計画をいう。）につい

事業者にあっては、その経営規模に応じて取り組むことのでき て認定を受けようとする事業者にあっては、その経営規模に応

る事項に幅があると考えられることから、事業者は、次の各号 じて取り組むことのできる事項に幅があると考えられることか

に掲げる区分に応じてそれぞれ当該各号に定める数以上の第３ ら、事業者は、次の各号に掲げる区分に応じてそれぞれ次の各

の１の各号に掲げる事項に取り組むこととする。 号に掲げる数以上の第３の１の各号に掲げる事項に取り組むこ

ととする。

①～③ （略） ①～③ （略）

３ （略） ３ （略）

４ 経営力向上に取り組むに当たって配慮すべき事項 ４ 経営力向上に取り組むに当たって配慮すべき事項

中小企業者等が経営力向上に取り組むに当たっては、対人サ 中小企業者等が経営力向上に取り組むに当たっては、対人サ

ービスとしての一定以上の質を確保するとともに、人員削減を ービスとしての一定以上の質を確保するとともに、人員削減を

目的とした取組をしないなど雇用の安定に配慮することが必要 目的とした取組をしないなど雇用の安定に配慮することが必要

である。また、組織再編行為が利用者、従業員等に与える影響 である。

が大きいことに鑑み、事業承継等を行う場合にあっては、利用

者に必要なサービスの継続的な提供、従業員の雇用の安定等に

特に配慮するものとする。

第４ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項 第４ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項

中小企業等経営強化法第34条第１項に規定する事業分野別経営 中小企業等経営強化法第26条第１項に規定する事業分野別経営

力向上推進業務に関する事項については、基本方針第５の４から 力向上推進業務に関する事項については、基本方針第５の４から

６までに定めるところによる。 ６までに定めるところによる。
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○ 厚 生 労 働 省 告 示 第 二 百 八 十 四 号

中 小 企 業 等 経 営 強 化 法 平 成 十 一 年 法 律 第 十 八 号 第 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 介 護 分 野 に 係（ ） 、

。

る 事 業 分 野 別 指 針 を 次 の よ う に 策 定 し た の で 同 条 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き 告 示 す る、

平 成 二 十 八 年 七 月 一 日

厚 生 労 働 大 臣 塩 崎 恭 久

介護分野に係る事業分野別指針

第１ 基本認識

本指針の対象とする介護事業とは、日本標準産業分類の小分類854「老人福祉・介護事業」に分

類される事業であり、介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく保険給付又は事業の対象とな

っている介護サービスを提供する事業以外のサービスも含む。

介護事業に関しては、急速に少子高齢化が進み介護サービスに対するニーズが増加する中で、求

められる介護サービスを効率的かつ持続的に提供するため、人材の育成や勤務環境の改善等を通じ

て質の高い人材を継続的に確保するとともに、介護ロボットや情報通信技術（ICT）等を活用して

介護サービスの質と生産性の向上を図るなどの取組が不可欠となっている。

このような我が国の介護事業について、市場規模の動向等の現状について整理すると、以下のと

おりである。
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１ 市場規模の動向

急速に少子高齢化が進む中で、我が国では、平成37年（2025年）にいわゆる「団塊の世代」が

全て75歳以上となる超高齢社会を迎える。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口

（平成29年７月推計）出生中位（死亡中位）推計」によれば、現在65歳以上の人口は27％程度で

あるが、平成37年（2025年）には30％を超え、平成62年（2050年）には40％近くになる見込みで

ある。また、75歳以上の人口は、平成37年（2025年）には約18％になると推計されており、約５

人に１人が後期高齢者となる。

要介護認定者数は、「介護保険事業状況報告」（厚生労働省）によれば、介護保険制度が創設

された平成12年（2000年）の時点で256万人であったが、平成27年（2015年）には約620万人とな

っており、この16年間で約2.4倍に増加している。

介護保険給付費も年々増加しており、平成30年度当初予算において約11兆円となっているが、

平成37年（2025年）には約15兆円に達すると見込まれている（内閣官房・内閣府・財務省・厚生

労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」（平成30年５月））。

介護職員数は平成28年「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）によると平成28年度

に約190万人であったが、平成30年５月時点における各都道府県の推計によれば、平成37年度（2

025年度）には約245万人の介護職員が必要になる見込みである。一方、平成30年度以降に取り組
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む新たな施策の効果を見込まない現状維持シナリオによる場合、平成37年（2025年）時点の介護

職員数は約211万人であり、約34万人の需給ギャップが生じると見込まれている。

２ 産業構造・業態の特徴

介護サービスの事業所の数は、平成28年「介護サービス施設・事業所調査」によると、訪問介

護が35,013事業所、通所介護が23,038事業所である。通所介護については、定員19人以上の通所

介護が23,038事業所であるのに対し、定員19人未満の地域密着型通所介護が21,063事業所である

など、小規模な事業所の割合が高いことに特徴がある。

介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとの合計定員は、平成28年「介護サー

ビス施設・事業所調査」によると、介護老人福祉施設が530,280人、介護老人保健施設が370,366

人、介護療養型医療施設が59,106人、地域密着型介護老人福祉施設が47,188人である。介護保険

施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとの１施設当たりの定員は、平均で、介護老人福

祉施設が68.8人、介護老人保健施設が87.3人、介護療養型医療施設が44.6人、地域密着型介護老

人福祉施設が25.6人である。

介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設の種類ごとに定員数の最も多い割合をみると、

介護老人福祉施設は「50～59人」が32.2％、介護老人保健施設は「100～109人」が37.9％、介護

療養型医療施設は「10～19人」が19.2％、地域密着型介護老人福祉施設は「20人～29人」が91.3
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％となっており、定員が150人以下の小規模施設が大半を占めている。

なお、訪問介護事業者のうち、要介護認定者向けに公的保険外サービスを提供している事業者

は７割程度という調査もあるが、そのうちの７割強は、「利用者の「支給限度基準額」を超えて

利用されるサービス」を提供するものである（一般社団法人シルバーサービス振興会「訪問介護

サービスにおける「混合介護」の促進に向けた調査研究事業報告書」（平成21年3月））。

３ 経営の特徴

一 介護事業の経営の特徴

介護事業の経営の特徴としては、事業収入に占める給与費の割合が概ね６割を超え、この割

合は事業規模が小さくなるほど高くなる傾向にあること（平成29年度「介護事業経営実態調査

」（厚生労働省））、多くの事業者にとって主たる収入となっている介護報酬は、サービス等

に応じた平均的な費用を勘案して国が定めるものであり、サービスの上限価格としての性質を

有すること、３年に一度の介護報酬改定による影響を考慮する必要があること等が挙げられる。

二 労働市場の状況

介護分野の有効求人倍率は平成30年３月時点で3.79倍となっており、全産業の1.46倍に比べ

高い水準にある。

公益財団法人介護労働安定センター「平成28年度「介護労働実態調査」」によれば、介護労
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働者の労働条件等に係る不満は、「人手が足りない」が53.2％、「仕事内容のわりに賃金が低

い」が41.5％となっている。また、事業所に対する調査においては、従業員が不足していると

感じている事業所の割合は62.6％となっており、従業員が不足している理由としては「採用が

困難である」が73.1％、採用が困難である原因については「賃金が低い」が57.3％、「仕事が

きつい（身体的・精神的）」が49.6％となっている。

第２ 経営力向上の実施方法に関する事項

１ 支援対象

介護分野における経営力向上のための支援の対象は、介護事業において、事業活動に有用な知

識又は技能を有する人材の育成、財務内容の分析の結果の活用、商品又は役務の需要の動向に関

する情報の活用、経営能率の向上のための情報システムの構築その他の経営資源を高度に利用す

る方法を導入して事業活動を行う取組とする。ただし、中小企業者等が事業承継等（中小企業等

経営強化法（平成11年法律第18号）第２条第10項第９号に掲げるものを除く。）により、他の事

業者から取得した又は提供された経営資源を高度に利用する方法を導入して事業活動を行う場合

にあっては、事業の継続が困難である他の事業者の事業を承継するもののうち、事業の経営の承

継を伴う取組を支援対象とする。

２ 経営力向上に係る指標
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介護事業においては、対人サービスとして一定以上の質が求められることから、一概に中小企

業等の経営強化に関する基本方針（平成17年総務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国

土交通省告示第２号。以下「基本方針」という。）第４の２の二のイ及びロの⑵に掲げる労働生

産性の向上という指標を用いて経営力向上の度合を測ることはできない。

このため、介護分野における経営力向上の度合を測るための指標としては、介護職員の勤続年

数、離職率、入職率、顧客満足度その他の各事業者において設定する客観的に評価可能な指標を

用いることが適当と考えられる。

第３ 経営力向上に関する事項

１ 経営力向上の内容に関する事項

経営力向上において実施すべき事項

① 事業活動に有用な知識又は技能を有する人材の育成

介護事業においては、対人サービスを担う介護職員の資質向上、キャリアアップの実現及

び専門性の確保が重要である。このため、各職員の専門性を考慮し、それを踏まえた人材育

成と人事管理の仕組みの構築に取り組むことが必要である。具体的には次に掲げる事項とす

る。

㈠ 事業所における介護業務の分析及び標準化並びにそれらを踏まえた研修の実施
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㈡ 他の事業者との連携による研修の共同実施

㈢ 賃金テーブルの整備等によるキャリアパス及び人事評価に連動した処遇の実施

② 財務内容の分析の結果の活用

介護事業においては、事業収益の大部分が介護報酬によって占められているものの、財務

内容の分析は、他の事業分野と同様に重要である。このため、財務諸表等を基に収益性等の

数値を定量的に分析すること及び人的資源等の経営資源について定性的に分析することが必

要である。具体的には次に掲げる事項とする。

㈠ 財務諸表等の適切な整備並びに財務内容の分析及びその結果の活用

㈡ 活動基準原価計算等の手法による介護職員の業務内容等の分析及びその結果の活用

③ 商品又は役務の需要の動向に関する情報の活用

介護事業においては、利用者と事業者との契約によりサービスを提供することとなるため

、他の事業分野と同様に、需要の動向、同業事業者の動向等の情報を収集し、活用すること

が必要である。また、法令改正や介護報酬改定の動向等の情報を収集し、活用することも必

要である。具体的には次に掲げる事項とする。

㈠ 同業事業者における事業内容に係る情報の把握及び分析並びにその活用

㈡ 事業者の強み、弱み等を分析する手法（いわゆる「SWOT分析」）等による内部環境等の
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定性的な分析及びその結果の活用

㈢ 法令改正や介護報酬改定等の外部環境を網羅的に分析する手法（いわゆる「PEST分析」

）、競争要因に着目して業界の構造を分析する手法（いわゆる「ファイブフォース分析」

）等による外部環境の定性的な分析及びその結果の活用

④ 経営能率の向上のための情報システムの構築

介護事業においては、介護サービスの提供に当たり最低限必要な人員及び設備が、都道府

県又は市町村の条例により定められている一方、介護職員の確保が容易ではないという状況

にあり、介護事業に投入できる人的資源の幅に制約があることから、経営能率を向上させる

ためには、情報通信技術（ICT）の活用により、サービスの質及び生産性の向上を図ること

が必要である。具体的には次に掲げる事項とする。

㈠ 記録の作成、保管等の事務的業務について情報システムを導入することによる情報共有

等の円滑化

㈡ 情報システムによる業務の定量的な課題分析及びその結果に基づく業務の標準化

⑤ 経営資源の組合せ

サービスの質及び生産性の向上を図るため、現に有する経営資源及び他の事業者から取得

した又は提供された経営資源を有効に組み合わせて一体的に活用することが必要である。



- 9 -

⑥ その他の経営資源を高度に利用する方法

①から⑤までのほか、経営資源をその有する潜在力が十分発揮されるように活用するため

には、介護ロボットの導入、総務、経理、人事等の部門の共同化、訪問介護における移動時

間等の効率化等を実施することが必要である。具体的には次に掲げる事項とする。

㈠ 介護ロボットの導入による業務負担の軽減

㈡ 中小企業等協同組合（中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第３条に規定す

る中小企業等協同組合をいう。）等の制度を活用した総務、経理、人事等の部門における

業務の共同化

㈢ 訪問介護において担当地域等を適切に見直すことによる移動時間等の効率化

２ 経営力向上計画の認定

経営力向上計画（中小企業等経営強化法第13条第１項に規定する経営力向上計画をいう。）に

ついて認定を受けようとする事業者にあっては、その経営規模に応じて取り組むことのできる事

項に幅があると考えられることから、事業者は、次の各号に掲げる区分に応じてそれぞれ当該各

号に定める数以上の第３の１の各号に掲げる事項に取り組むこととする。

① 小規模企業（中小企業等経営強化法第２条第２項に規定する中小企業者等（以下単に「中小

企業者等」という。）のうち、常時使用する従業員の数がおおむね５人以下であるものをいう。
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以下同じ。） １項目

② 中規模企業（中小企業者等のうち、資本金等の総額が5,000万円以下であって、常時使用す

る従業員の数が５人を超え100人以下であるものをいう。以下同じ。） ２項目

③ 中堅企業（中小企業者等のうち、小規模企業及び中規模企業に該当しないものをいう。）

３項目

３ 業界団体に係る事項

介護分野における業界団体においては、中小企業者等が経営力向上の取組を効果的に実施でき

るよう、その模範となる取組（新たな手法や成功事例等）に係る情報の収集等のほか、地域資源

の開発及び活性化を促すための取組を行うことが望まれる。

４ 経営力向上に取り組むに当たって配慮すべき事項

中小企業者等が経営力向上に取り組むに当たっては、対人サービスとしての一定以上の質を確

保するとともに、人員削減を目的とした取組をしないなど雇用の安定に配慮することが必要であ

る。また、組織再編行為が利用者、従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、事業承継等を行

う場合にあっては、利用者に必要なサービスの継続的な提供、従業員の雇用の安定等に特に配慮

するものとする。

第４ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項
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中小企業等経営強化法第34条第１項に規定する事業分野別経営力向上推進業務に関する事項につ

いては、基本方針第５の４から６までに定めるところによる。


